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はじめに 

職場における喫煙対策については、平成 8年に「職場における喫煙対策のためのガイ

ドライン」が示され、その後、平成 15 年 5 月 1 日から施行された健康増進法において、

事務所その他多数の者が利用する施設を管理する者に対し、受動喫煙防止対策を講ずる

ことが努力義務化されたことを背景として、平成 15 年 5 月に、新たに「職場における

喫煙対策のためのガイドライン」が策定され、労働者の健康確保と快適な職場環境の形

成を図る観点から、受動喫煙防止対策が推進されています。 

また、国際的には「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」が平成 17 年 2 月

に発効、平成 19 年 7 月には、同条約の第 2 回締約国会議において、条約第８条を適切

に履行することを目的とした受動喫煙を防止するための有効な方法に関するガイドラ

インが採択されました。 

わが国の職場における喫煙対策の現状をみると、平成 18 年度に厚生労働省からの委

託により中央労働災害防止協会が行った調査では、喫煙対策に取り組んでいると答えた

事業場は 78.7％に上り、そのうちの 19.0％は全面禁煙にしているなど、職場における

受動喫煙防止への取組みは進みつつあります。 

このような状況の中、中央労働災害防止協会では厚生労働省から委託を受け、受動喫

煙による健康影響及び諸外国の労働環境における喫煙規制の状況に関する調査研究を

行うこととしました。本調査研究結果が、今後の職場における喫煙対策に役立ち、職場

における喫煙対策の一層の推進に資するものとなることを期待するものです。 

最後に、本調査研究の実施にあたり、多大なご尽力をいただいた委員の先生方に厚く

御礼を申し上げます。 
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